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研究成果の概要（和文）：本研究では、捕鯨問題という国際的対立状況において当事国がどのようにコミュニケーショ
ン活動を展開させているかを分析することによって、対立が深まる原因を整理し、より望ましい形での決着へ近づける
ために何が必要かを検討する。日本、豪州、NZのマスメディア等の内容から、各国の人々が認識する事実に違いがある
こと、にもかかわらず自己の正しさを主張するメッセージ内容中心のコミュニケーションに終始していることが確認で
きた。双方がより効果的に望ましい形を実現するには、相互理解へのアプローチの考え方から変える必要がある。

研究成果の概要（英文）：This study considers how we can improve international conflict communication from 
the analysis of the empirical data over the whaling issue argument where Japan, Australia and New Zealand 
were involved. The content analysis of media messages as well as the argument between those pro- and 
anti-whaling countries showed the fact that they looked at different realities, based on the different 
worldviews, and that they focused on the message contents to claim their own righteousness rather than 
the consideration of differences in their perceiving reality. It is critical for each side to change 
their attitude and approach to the conflict communication if they need to achieve a certain level of 
conflict management.

研究分野： 国際社会学

キーワード： 国際コミュニケーション
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

 

日本は、戦後、武力行使などに激化するよ
うな事態はないが、しかし国際社会の中で他
国・地域との摩擦がないわけではない。近隣
諸国との領土問題や貿易摩擦など一対一の
対立もあれば、捕鯨問題のようなグローバル
社会との対立もある。 

捕鯨をめぐる日本といわゆる西欧を中心
とした国際社会の対立は長年続いており、政
治・経済、環境、文化・価値観など多様な局
面を持ち合わせた複雑さが解決を難しくし
ている問題である。日本は捕鯨活動の正当性
を主張するものの、日本への理解が各国に広
まっているわけではなく、逆に反捕鯨国の急
先鋒であるオーストラリアは国内世論に後
押しされる形で態度を硬化させ、国際司法裁
判所への提訴に踏み切った。 

こうした国際的対立について、多くの研究
が、質問票調査等をもとに捕鯨国と反捕鯨国
の人々の意識に見られる「文化的亀裂」を指
摘している。その一方で、国際（異文化）紛
争解決のために重要なはずのコミュニケー
ション戦略についての議論は日本では深ま
っていない。問題を認識することやその性質
を理解することは重要だが、実際にその問題
をどうやって望ましい形に解決(あるいはコ
ントロール)するかを考えることも合わせて
検討していく必要があろう。 

とくにアジェンダ・セッティング(議題設
定)やフレーミング(情報提示の枠組み)等の
機能を持つマスメディアは、世論を方向付け
ることで、文化的亀裂の固定化あるいは解消
に影響を及ぼすと考えられる。しかし、国内
外へのコミュニケーション戦略問題として
扱う視点は、捕鯨問題周辺に関してみればこ
れまで弱かった。マスメディアから提供され
る情報内容(コンテンツ)が消費される範囲と
国境線とが重ならない場合も少なくはない
現代だが、依然として多くのコンテンツは日
常的には国境内で消費され、無視できる存在
では決してない。 

国際紛争解決のための戦略の中でコミュ
ニケーションがどう使われてきたのか、その
役割を明らかにし、今後の可能性について明
らかにすることは、グローバル社会がますま
す深化する現代において、日本の国際的な立
場を守り、あるいは他国との協調的互恵関係
（Win-Win 関係）を築く上で非常に重要な知
見であると同時に日本にとって急務の課題
といえる。 

 

２．研究の目的 

 

この研究は、国際的対立状況において当事
国がコミュニケーションをどう展開させて
いるか分析し、紛争解決プロセス文脈で考え
られるコミュニケーション戦略の課題や今
後の可能性について検討することを目的と
する。異文化対立におけるコミュニケーシ

ョン戦略の実際を把握し、課題や可能性を
検討するための事例として、この研究では
日本・オーストラリア・ニュージーランド
の捕鯨を巡る問題を取り上げ、 

（１）各国の国内外に向けてのコミュニケ
ーション活動とその成果を整理しつつ、 
（２）各国のメディア・メッセージに埋め
込まれているフレーム（物語の構成）パタ
ンを明らかにし、 
（３）個人の語る物語に埋め込まれている
フレームパタンとメディアが設定するフレ
ームパタン（１）とを比較する 
ことを具体的な目標とする。 

物語のフレームパタンには、その国の価
値観、世界観が影響を与えると考えられる
ため、上記の点を明らかにすることにより、
対立関係を解く糸口を見つけられると期待
される。 
 

３．研究の方法 

 

 研究の目的を達成するために、必要なデー
タ等を以下の方法によって収集した。 

（１）各国のコミュニケーション活動の整理
のために、 

 ①IWC 議事録 

 ②各国政府のメディアリリース 

 ③関連する機関や NGO 等への聞き取り 

を利用して実際のコミュニケーション活動
の対象や時期について確認し、テキスト分析
データ化したその内容と共に精査する。 

（２）各国のメディアメッセージフレームを
明らかにするために、 

 ①新聞記事の内容・テキスト分析 

 ②その他出版物に関する分析 

 ③鯨に関わる産業（主に観光関連）等のデ
ィスコース分析 

④鯨を扱う博物館の内容に関する分析 

によりデータを集め、数量的分析に加え、グ
ラウンデッド・セオリー・アプローチを援用
した質的分析を行う。 

（３）個人の語る物語を収集するために、 

 ①オーストラリアおよびニュージーラン
ド在住者（現地出身者および日本人移住者）
の聞き取り調査 

 ②日本在住者（現地出身者およびオースト
ラリア人、ニュージーランド人移住者）の聞
き取り調査 

を実施するとともに、日本－オーストラリ
ア・ニュージーランド間での居住地の移動に
よる情報経験の変化や物語への変化が訪れ
たかについても分析を行う。 

これらのデータ収集を終えた後、メディア
で語られる「物語」が国家間でどう異なるか、
個人の描く「物語」と国家の描く「物語」は
シンクロするか、また対立する国に滞在する
個人は「物語」をどう再構築するのか、とい
う視点から分析を行い、また紛争解決プロセ
スモデルと合わせて分析する。 

 特に、グローバル社会における各国内外コ



ミュニケーション戦略研究の発展に貢献で
きるという意味において、本研究の成果が、
国際対立という現象全体の中でのコミュニ
ケーション戦略の特質を理解させるもので
あることは不可欠であり、 

（１）日本ではこれまで必ずしも十分な分

析がなされてきたとはいえない、国際的対

立解消に向けたコミュニケーション戦略に

着目した経年および地域比較を行うこと 

（２）母国と対立する社会環境の中での情

報処理や価値観の変容など、個人レベルで

コンフリクト状況にいかに対応しているの

かについてのデータを蓄積すること 

によってそれを実現したい。 

 
４．研究成果 
 
（１）議事録、プレスリリース等の資料分析
および関連者等への聞き取り調査により、各
国のコミュニケーション行動の特徴として、
日本の国内外への発信・情報提供はきわめて
形式的、かつ限定的であり、広報に関しても
消極的であったのに対し、他方、オーストラ
リアやニュージーランドでは価値観が反映
された強い主張を積極的に展開していると
いう対比が見られた。コンフリクト・マネジ
メント・ルールから考えると、日本もそして
オーストラリア、ニュージーランドも共に国
内外において効果的なコミュニケーション
行動が取れているとはいえない状態である
ことも明らかになった。また、こうしたコミ
ュニケーション行動は、これまで語られてき
た国民の対人レベルのコミュニケーション
のあり方と類似しており、文化の影響が国レ
ベルの政治コミュニケーションにも見られ
る可能性が高いことが考えられる。 
 
（２）南極海での捕鯨の中止を求め、オース
トラリア、ニュージーランドが日本を提訴し
た国際司法裁判所（ICJ）の判決にいたるま
での公的コミュニケーションを分析した結
果については、日本側の「科学的」な「客観
性」に対する信頼とオーストラリア、ニュー
ジーランド側のそれが必ずしも同義ではな
いと思われる箇所が見られる等、国際交渉の
難しさが現れた事例となっていることが明
らかになった。 
 
（３）捕鯨をめぐる立場の違いのある日本・
オーストラリア・ニュージーランドの各国で、
どのようなメディア・メッセージが社会に提
供されているのか、を内容分析の手法により
把握した。日本では、「日本は正しい」、「反
捕鯨国の主張は感情的」という論調が基本と
なった言説となっている。「日本の（伝統的）
食文化」としての鯨食の維持は重要であると
の言説も多用されているが、現実の社会状況
と合致する事実というわけでは必ずしもな
いなど、流布される言説＝事実ではないこと

を示す例となっているものも見られる。全体
としては、政府のコミュニケーション行動と
呼応するように、日本の情報提供が非常に限
定的、かつ一定の言説がひたすら繰り返され
るという状況があった。 
一方のオーストラリアやニュージーラン

ドでは、「鯨は保護されるべき」という国内
既存のイメージの固定化、強化が見られた。
こちらも日本同様、世界世論を背景にした主
張を繰り返している。さらに、「公平さ」と
いうオーストラリア文化の価値観が大きく
影響していると考えられる「日本は法の抜け
道を使い、公平さを欠いている」という言説
が頻繫に見られ強調されていた。日本では食
文化という視点で語られていたが、オースト
ラリアでは領土問題（南氷洋での排他的経済
水域）として扱われることも多く、問題の捉
え方論じ方が対話可能に交わっていない状
況であることも明らかになった。 
 
（４）研究計画当初予定はしていなかったが、
マスメディアの一形態として、ただしその教
育的な存在から教科書等に近いメディアと
考えられる「博物館」に見られる言説につい
ても分析した。日本とオーストラリア、ニュ
ージーランドにある鯨をテーマにした各博
物館の内容比較から、各国の捕鯨に関する考
え方、世界観が大きく異なることが明らかに
なった。加えて、国内世論に呼応して歴史的
事実は再編集・再解釈され語られていること
が明らかとなった（例えば、オーストラリア
で過去に行われていた捕鯨に関する情報の
表現方法など）。コンフリクト・マネジメン
ト等の知見では、こうした世界観、歴史観は、
国際交渉時に検討しなければならない要素
とされているものの、（１）の分析結果と合
わせて見る限り日本やオーストラリア、ニュ
ージーランドの交渉には考慮されているか
は疑問が残ることが指摘される。 
 
（５）国の言説と個人の語りの関連を調べる
ためにデータを収集し、分析を行った結果、
日本社会の中に生活するオーストラリア
人・ニュージーランド人の語り、その逆にオ
ーストラリアやニュージーランドに住む日
本人の語りから、母国メディアのフレームと
同調する者、同調しない者、相手社会を知っ
て変化した者、など人によって差が出てくる
ことが明らかになった。これらは、それぞれ
の社会での生活の仕方、マスメディアによる
情報への接触の多寡、新しい異なる価値観へ
の開かれた態度の有無、パーソナリティなど
によって個人差となって現れたと考えられ
る。この結果は、確かに個人はマスメディア
等を通して普及する社会の言説の影響を受
けて自らの態度を形成することは避けられ
ないものの、受け取る情報の量や内容、個人
のおかれた状況、経験によって、選択的消費
バイアスを乗り越えて敵対的態度にさえも
変化が起こりうるということを示唆する。た



だし非常に強固な信念を元に態度を形成し
た場合については、他国への移動により当該
地域の社会文化に対し、また自分とは異なる
意見を持つ人に対して理解が増すようには
なるものの、そうした認知レベルでの変化と
自らの態度や行動は連動せず、これまでの態
度を強化する方向でメディア内容を消費す
る可能性が強い。 
 
（６）コンフリクト・マネジメントのモデル
で語られる 5 つのアプローチ（自己主張・非
協力の「競争」、非自己主張・協力の「受容」、
「妥協」、非自己主張・非協力の｢回避｣、自
己主張・協力の「協調」）と併せてこの捕鯨
問題の日本、オーストラリア、ニュージーラ
ンドのアプローチを検討すると、長らく話し
合いの次元を共有しないままの「競争」をし
てきたと言える。今後もこれまでと同様のコ
ミュニケーション行動を続けるのであれば、
他のアプローチに展開させることは難しい。
しかし、価値観や世界観を含めた「協調」型
のコンフリクト・マネジメントを行う意思が
双方に認められれば、国内外向けの情報提供
のあり方を変えることでその実現可能性を
見出すことはできると考えられる。つまり、
個々人の態度の根拠になる情報入手経路と
してのメディア言説が変化すれば、個々人の
態度も変化し、また政治家の打ち出す政策に
も変化を出すことが可能になる。 

 
 
しかし、国家間のコンフリクトの場合は、

単純な当事者国同士の問題に留まらず、同時
にグローバル社会の文脈とのすり合わせも
必要になることから、「協調」型マネジメン
トを打ち出せる文脈を得られるタイミング
と働きかけが同時に必要になり、その点でア
プローチ転換は非常に難しいとも言える。 
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